＜久恒 提案理由 説明＞
予め郵送でお配りさせて頂きました総会資料の中に、答申書のコピーが同封されていたかと思いますがお読み頂けたでしょうか。
一昨年の「役員報酬制度検討委員会」の際に与えられた課題について、昨年「岩見沢歯科医師会 総合財務対策委員会」を立ち上げ、協議してまいりました。
12名の委員のお名前は答申書５ページ目に記載のとおりです。
委員会で話し合いをするために、今回も数多くの参考資料を用意させて頂きましたので、まずはこちらから説明させて頂きます。
　答申書６ページ『表１』をご覧ください。
岩歯の単年度収入と単年度支出の、過去10年分を羅列したものです。
平成25年～27年は繰入金が大きく、その分単年度収入も大きいのですが、それは法人改革以降、いくつかに分かれていた個別の会計を全て一般会計に繰り入れたためです。このような繰越金や繰入金を除いた、単年の収支差額を計算しますと、会費収入・その他収入の合計の10年平均は約915万円、支出の10年平均は約945万円になります。年平均で毎年約30万円の赤字、10年間で約300万円の資産減少となっているのですが、このあと数年後からはこの程度ではおさまらず、正会員の減少により、資産の減少がどんどん大きくなると予想されることが、今回の対策委員会発足の理由であることはご承知かと思います。
　次に７ページ目の表２は、

理事者数を１５名に減らす例で、現執行部としては可能であると判断しました。
会員数が同程度の歯科医師会で、理事者数が一番少ない千歳・小樽歯科医師会が１５名ですので、それにならって理事会の構成を考察したものです。
その下の段にありますように、現在既に行っている削減を継続し、理事者数を減らしますと合計95万円の削減ができると考えました。
　８ページ目の表３は、
さらに大きな削減が可能かどうかを検討したものです。
平成31年度からは、会の年間支出額は925万円程度になると予想されます。
また備考欄に書かれているような事業縮小をしますと、850万円まで支出をおさえられると試算しました。またここには書かれていませんが、事務所費・給与費など固定費の削減により712万円くらいまでは削減が可能と試算しました。しかし極端に切り詰めますと、事業の継続はかなりの困難を伴うと思います。
　９ページ、10ページの表４ですが、

会の年間支出額が925万円、850万円、712万円のそれぞれについて
終身会員年齢引き上げ、年会費値上げの有無による試算を行いました。
➀の現在のまま、両方無しの試算では平成42年頃に破綻します。
②と③のようにどちらかを選択すると、平成46年くらいまで破綻は避けられ
ます。④のように両方実施しますと、逆に資産がどんどん増えていきます。
11ページ目の表５は、
終身会員年齢を引き上げる際に、段階的に年会費を減額してはどうかとの意見が委員からありましたので、これについても試算を行ったものです。
上の段は段階的な減額の場合です。71歳で年会費75000円、72歳で60000円、73歳で45000円と、1歳ごとに15000円ずつ減額して計算しています。下の段は71歳以後も90000円のままです。また、引退されて診療に従事されない先生からは徴収致しません。歯科医業に従事されている先生のみからの徴収となります。この表では72歳からは2割ずつ引退される先生が増えていくと仮定して試算しています。

この表の結果から、段階的に減額してもあまり差が出ない事ということで、減額すべだろうとの意見が多く出ました。
　12ページ目は公益目的支出計画の年次推移です。
理事の人材不足により事業がこれまで通りに行えないことから、計画が大幅に遅れる見込みとなりました。右から２列目の単年度収支差額をご覧になって頂きたいのですが、平成25年から27年度までは順調に300万円以上の支出が実現しました。しかし平成28年度の単年度収支差額は135万円程度と急落しました。従来どおりの事業が行えなかったので致し方ないことではありますが、このペースでいきますと、5年以上の計画期間延長となりそうです。必要があれば道に説明すること、と顧問税理士飯田先生からのご助言がありました。
尚、道歯の公益目的支出計画も27年 期間延長の方針と聞いております。
（平成42年終了予定が平成69年終了にまで延長する）

これは終身会員が増えることによる会費収入の減少で、従来の事業が今後出来なくなると予想されるためです。道歯では平成43年頃に終身会員と一般会員の人数の比が一致するとの予想で、平成42年予想の岩歯とほぼ一致します。ただし岩歯の場合は収入不足ではなく、人手不足による公益目的支出計画の不履行という事で報告を出しております。
　13ページ目からはアンケート結果です。
約2/3の医療機関からの回答を頂きました。ご協力ありがとうございました。
Q1は年齢構成などを表したものです。岩見沢市内・市外でも分けてみました。
Q2は理事者数削減についてですが、減らした方が良いという意見が殆どでした。
Q3は削減する事業項目ですが、学術講演会・保険講習会以外はほぼ削減した方が良いという意見でした。各項目の是非につきましては今後も執行部で検討していきたいと考えております。中には事業を削減すると会員の先生方がとても不便になるだろうという項目も含まれ、よく考える必要があります。
Q4は事務所移転に関してです。ほとんどが移転すべきという意見ですが、良い物件が無ければ安全な移転はできませんので、現在調査中です。

Q5は、支出額はいくらくらいが良いかという質問ですが、意見がほぼ３等分されました。平均しますと850万円となります。
Q6は今回の本題に関する質問です。一番多いのは「終身会員年齢の引き上げかつ段階的に減額する」という項目でした。

　17ページ目は制度開始を遅らせた影響について試算したものです。支出が925万円の場合、850万円の場合、ともに、資産の推移にはさほど影響しないことがわかります。

18ページ目ですが、
開始時期を遅らせるのであれば、早期に終身会員年齢を72歳とし、代わりに年会費を10万円に値上げする方がよいのではと委員から意見がありましたので、試算を行ったものです。両者に差があまりありませんので悩むところですが、会費の値上げは避けた方が良いという委員会の意見でした。
また、19ページ目は、
開始時期を遅らせた場合の世代間の負担差について比較検討したものです。
平成32年に開始すると現正会員の殆どの先生に少なからず影響が出ますが、例えば、下の段のように平成40年からの開始になりますと、上から32番目の先生までは現在と変わらず71歳から終身会員で影響が出ません。すなわち33番目以降の先生の負担増となります。このように開始時期が遅れれば遅れるほど、若い世代に負担がかかる制度となってしまいます。
日歯の終身会員年齢は平成25年から既に75歳になっています。
道歯は70歳のままです。しかし先ほど申し上げたとおり、事業縮小を検討しているとのことで、年会費値上げ・年齢引上げなどは今後懸案事項になると思われます。また、昨年刊行された空知歯科医師会の『空歯だより』冒頭の南会長挨拶で、「3年前に60000円から100000円への年会費値上げをしたにもかかわらず、収支はトントンまたはわずかに赤字の状態となっています」と書かれていました。このように今後は、日本全国の歯科医師会で収入不足への対応を迫られることになろうかと思います。

以上の資料を総合財務対策委員会で提示させて頂いた上で、委員会の先生方による検討の結果、今回の答申内容となりましたことをご報告致します。
私からの説明は以上とさせていただきます。
＜ 竹内 副委員長 報告 ＞
答申書にもありますが、委員会の経過について報告致します。
第１回総合財務対策委員会では、
役員報酬制度の答申に記載されていた４つの改革すなわち
➀理事者数削減　②事業縮小　③終身会員年齢引上げ　④年会費値上げ　が、
本当に必要なのか否かというところから議論をすすめました。
施行部の説明と各委員からのいろいろな意見をまとめた結果、各委員とも４つの改革はある程度は必要だという意見でしたが、
➀理事者数削減 ②事業縮小　が、どの程度可能なのかということと、
それによる予算規模の予想や目標の数値を執行部にあげて欲しいということ、
③終身会員年齢引上げ　④年会費値上げ のうち、どれがどの程度必要なのか、
資産に関するシミュレーションをしてもらい、それを見てあらためて検討したいという意見でまとまりました。
第２回総合財務対策委員会では、
執行部から➀理事者数は現在の１８名から１５名くらいまでは削減可能であろうということ、②事業縮小により現状より100万円から200万円程度の予算縮小が可能であるとの提示を頂きましたが、
あまりに極端に縮小すると、会務に支障をきたす、あるいは魅力ある歯科医師会からどんどん逸脱していく、新入会員が入らないのでは本末転倒ではないか、支出が少ないほど良いというわけではない、という意見がありました。
また、③終身会員年齢を引き上げるのか、④会費値上げか、またはその両方を実施するのかという問題ですが、
まず執行部から終身会員年齢を引き上げる場合、段階的に減額したらどうかという提示がありました。そのうえで色々なシミュレーションを見て検討しました。しかし結局、会費値上げは最終的な手段にしたいという意見は多かったものの、話し合っても結論に至らず、全正会員の先生にアンケートをお願いし、その結果を見て再度 考察したいという意見にまとまりました。また、その際には理事者数削減と事業縮小についての質問項目も追加して欲しいという事になりました。また、公益目的支出計画については執行部の見解どおりで良いということになりました。
第３回総合財務対策委員会では、
アンケート結果を見て比較検討を行い、やはりアンケートの回答で最も多かった、「終身会員年齢引上げ、年会費は段階的に減額」が良いだろうとの結論に至りました。開始時期についても執行部の指摘通り、世代間の不公平があってはならないだろうということで、平成31年度末にするのが望ましいという結論になりました。　　　　　　　　　　　　　　　　以上、ご報告申し上げます。
